


























































8200 円（現在は 13000 円）となったことがあげられる（平成 5年改正商法
267 条 4 項）⑶。第二に、原告株主が勝訴した場合に会社に対して請求するこ
とができるものとして、従来から認められていた弁護士報酬に加えて、それ
以外の費用も認められるようになったことがあげられる（平成 5年改正商法
268 条の 2第 1 項⑷）。第三に、これらとあわせて、会計帳簿閲覧謄写請求権






































































































次に、【Ⅰ-2】東京地裁平成 5年 9 月 16 日判決⒀（野村證券損失補塡事件
地裁判決）では、異なる審査の手法が用いられている。同事件は、証券業を



































































































































この点につき、アメリカ法律協会（American Law Institute. 以下「ALI」）
が 1992 年に採択した「コーポレート・ガバナンス原則―分析と勧告」
京女法学　第 5号110



























































































































































































































































































の責任を否定した。また、【Ⅲ-2】大阪高判昭和 61 年 8 月 29 日50は、Y1 社
の製造部門を独立させて設立された訴外A社は、昭和 55 年頃に融通手形を


















阪高判昭和 61 年 11 月 25 日51においても、各種収納用品の製造販売を主た






















































































































































次に【Ⅳ-2】大阪地判平成 14 年 3 月 13 日60は、大規模リゾート開発事業
にメインバンクとして参画していたA信託銀行が、C社およびそのグルー
プ会社は、同開発事業のために設立された B社に 60 億円を融資することに
なっていたものの、そのうち 14 億円の融資を実行した後に経営状況の悪化
を理由に残額の融資に応じることができず、C社内では経営権をめぐる争い



































害賠償請求の訴えを提起した事案について、上記の大阪地裁平成 14 年 3 月
13 日と同様に判示するが、回収可能性の検討が不十分であることを理由に






融資の実行をA信用組合の理事長等のY1 から Y3 が決裁したが、Cグルー
プ各社の倒産によりA信用組合の行った融資が回収不能となり、A信用組
合もそれにより破綻して清算法人となったことから、A信用組合から損害









































て、Y1 から Y3 の第 1融資から第 5融資のすべての善管注意義務違反に基づ
く責任を肯定した。



































































































【Ⅳ-8】和歌山地裁平成 15 年 9 月 9 日68では、月刊誌に銀行及び取締役らの
誹謗中傷記事が掲載されたA銀行の副頭取が、その記事の掲載中止を暴力























































【Ⅳ-10】大阪地裁平成 16 年 7 月 28 日71においても、事実上破綻して金融整
理管財人の館地下におかれたA銀行から損害賠償請求権を譲り受けたX（整
理回収機構）は、A銀行の元代表取締役社長Y1 および副社長Y2 に対して、






















【Ⅳ-11】盛岡地裁平成 19 年 7 月 27 日73では、A農協は平成 10 年から 16



























【Ⅳ-12】最高裁平成 20 年 1 月 28 判決74では、A銀行の元取締役であった
被告Yらに対し、特定の B企業グループに融資したことが、取締役の善管



























員Y2）は、A社に対し、ゴルフ倶楽部開発の資金として、平成 4年 2 月に
27 億円、平成 5年 3 月に 8000 万円の手形貸付を実行したが、その後平成 5
年 12 月に開催された経営会議において、A社に対し、本件ゴルフ場開発資
金として追加融資を行うことについて協議し、6つの条件77の下で、追加融
資の方針とすることを決裁し、平成 6年 1 月から平成 11 年 3 月までの間に
A社に対して、ゴルフ場開発資金として、合計 35 回、実行額 91 億余の手
形貸付を実行したが、未回収残高は約 88 億円である78。その後、平成 15 年




て、旧商法 266 条 1 項 5 号に基づいて、損害額の一部である 18 億円および
遅延損害金の支払を求めた事案について、第 1審（宇都宮地判平成 22・3・
18（平成 17 年（ワ）第 50 号、判例集等未登載）は、「本件決裁が、それま




















【V-1】東京高裁平成 11 年 2 月 23 日判決79では、A証券が大口顧客のため
に特定勘定取引に係る口座その他取引口座をそれぞれ開設していたところ、
























































































て、最終的にY社が第 1・2貸付から回収できたのは 500 万円に過ぎなかった。
そこで、民事再生手続の開始決定を受けたY社が、Xらに対し、A社への貸
付および回収業務に善管注意義務違反があったとして、損害賠償請求権の査

























否定している。また【V-4】東京高裁平成 20年 5月 21 日判決83は、次のよう
な事案である。乳酸菌飲料等の製造販売を主たる業務とするA社は、昭和


















京地裁平成 16 年 12 月 16 日判決84）は、「取締役は、会社に対し、「善良ナ
ル管理者ノ注意」をもって、会社の業務を執行すべき義務を負い（商法 254












































































となる価格（基準価格）を決議していた。A社は、平成 14 年 4 月 18 日開
催の取締役会において、41 期（平成 14 年 4 月 1 日から平成 15 年 3 月 31 日
まで）の基準価格を一株当たり 8850 円とすることを決定し、さらに同年 5
月 16 日開催の取締役会において、41 期の期間中にA社の関連会社であるB







月 28 日、A社の取締役会は自己株式取得を行う旨を決議し、同年 12 月 2 日
に自己株式取得を実行し、またA社は同社の株主からの単元未満株式の買




べると不当に高額な 1株 8850 円で自己株式取得を決定しまたはその決定を
する取締役会決議に賛成したことは、取締役としての善管注意義務・忠実義
務に違反するとして、取得価格 8850 円と簿価純資産額との差額に取得した
自己株式数を乗じた合計 20 億 7416 万 3350 円の損害賠償をA社に支払うよ
























【Ⅵ-3】最高裁平成 22 年 7 月 15 日判決90がある。同事件では、傘下の子会社
などをグループ企業として不動産賃貸あっせんのフランチャイズ事業等を展
開する株式会社であるA社は、備品付マンスリーマンション事業などを行














決定された。その後、A社は、平成 18 年 6 月 9 日頃から同月 29 日までの
間に、B社株式 3160 株を 1株あたり 5万円、代金総額 1億 5800 万円で買い
取った。その後、A社と B社との間で株式交換契約が締結され、B社の株
式 1株について、A社の株式 0.192 株の割合をもって割当交付されることと
なった。そこで、A社の株主Xは、Yらが経営会議において B社株式を 1
株あたり 5万円で買い取る決定を行ったことはA社の取締役としての善管
注意義務違反に当たると主張して、約 1億 3000 万円の損害賠償を求めて株



































































































































































































































































































































































































































































































どまる（会社法 384 条、383 条 1 項）。また、業務執行の妥当性に関しては、
究極的には取締役の選解任を通じて実現することができるが、取締役会設置
会社の場合には、取締役会であり（会社法 363 条 1 項）、それ以外の会社で





















































社の機関（2）』（有斐閣、1989 年）357 頁 [ 北沢正啓執筆 ] 参照）。なお、上柳克郎＝
鴻常夫＝竹内昭夫（編）『新版注釈会社法（第 2補巻）平成 5年改正』（有斐閣、1996 年）





は 8200 円（現在は 13000 円）とされている（上柳＝鴻＝竹内編・前掲注（2）第 2補
巻 15 頁 [ 鴻執筆 ]、33-35 頁 [ 竹内執筆 ] 参照）。
⑷ 上柳＝鴻＝竹内編・前掲注（2）第 2補巻 15 頁 [ 鴻執筆 ]、37-39 頁 [ 竹内執筆 ] 参照
⑸ 株主による会社の業務執行に対する監督是正機能をより強固にするための改正とされ
る（上柳＝鴻＝竹内編・前掲注（2）第 2補巻 15 頁 [ 鴻執筆 ] 参照）。なお、上柳＝鴻
（174）
経営判断原則の理論的基礎（4・完）（桜沢） 167
＝竹内編・前掲注（2）第 2補巻 125-132 頁 [ 岩原紳作執筆 ] 参照。
⑹ 落合誠一『会社法要説』（有斐閣、2010 年）93-95 頁、上柳克郎＝鴻常夫＝竹内昭夫（編）
『新版注釈会社法（6）株式会社の機関（2）』（有斐閣、1989 年）276 頁 [ 近藤光男執筆 ]
参照。
⑺ 落合・前掲注（6）93-94 頁、上柳＝鴻＝竹内編・前掲注（6）新版注釈会社法（6）
276 頁 [ 近藤執筆 ] 参照。




⑽ 東京地判平成 5・9・21 判時 1480 号 154 頁、判タ 827 号 47 頁、金判 931 号 19 頁、金
法 1370 号 29 頁、資料版商事 115 号 147 頁。なお、同判決の評釈等として、吉田直「判
批」金判 936 号 37 頁（1996 年）、河内隆史「判批」判タ 843 号 64 頁（1996 年）、中
山龍太郎・ジュリスト 1092 号 122 頁（1996 年）、村田英幸「判批」法セミ 469 号 10
頁（1994 年）、神崎克郎「判批」商事 1448 号 43 頁（2005 年）、川畑正文「判解（平
成 5年度主要民事判例解説）」判例タイムズ 852 号 194 頁（1996 年）、橡川泰史「判批」
中央信託銀行証券代行部＝酒巻俊雄編『会社判例と実務・理論Ⅱ』判タ 975 号 164 頁
（1998 年）などがある。
⑾ 中山龍太郎「判批」ジュリ 1092 号 125 頁（1996 年）参照。
⑿ この点に関して、大阪地判平成 14・1・30 金判 1144 号 21 頁参照。
⒀ 東京地判平成 5・9・16 判時 1469 号 25 頁、判タ 827 号 39 頁 、金法 1368 号 37 頁、
金判 928 号 16 頁。なお、同判決の評釈等として、上村達男「野村証券損失補填代表
訴訟判決の法的検討」商事 1335 号 2 頁（1993 年）、河内隆史「判批」金判 931 号 33
頁（1994 年）、近藤光男「判批」判評 423 号 51 頁（1994 年）、中村一彦「判批」判タ
859 号 73 頁（2001 年）、土田亮「判批」ジュリ 1096 号 130 頁（1996 年）、龍田節「判
批」商事 1454 号 28 頁（1997 年）、青沼潔「判解（平成 5年度主要民事判例解説）」判
タ 852 号 192 頁（1994 年）、神崎克郎「判批」金法 1396 号 72 頁（1994 年）などがある。
⒁ 神崎克郎「判批」金法 1369 号 75 頁（1994 年）参照。
⒂ 同様の論理を採用する裁判例として、東京地判平成 8・2・8 資料版商事 155 号 11 頁
参照。
⒃ 大阪高判平成 18・6・9 判時 1979 号 115 頁、判タ 1214 号 115 頁、資料版商事 268 号
74 頁。なお、同判決の評釈等として、中村信男「判批」監査役 524 号 31 頁（2007 年）、
竹内朗「判批」NBL860 号 30 頁（2007 年）、石川貴教「判批」JICPA ジャーナル 18
京女法学　第 5号168
巻 11 号 83 頁（2006 年）、松嶋隆弘「判批」税理 50 巻 4 号 131 頁（2007 年）、松嶋隆
弘「判批」税理 50 巻 6 号 82 頁（2007 年）、畠田公明「判批」ジュリ 1332 号 102 頁（2007
年）、松嶋隆弘「判批（平成 18 年度主要民事判例解説）」判タ 1245 号 158 頁（2007 年）、
菊田秀雄「判批」早稲田法学 84 巻 1 号 221 頁（2008 年）、山下徹哉「判批」商事
1898 号 101 頁（2010 年）、宮島司・大島忠尚「判批」ビジネス法務 12 巻 5 号 132 頁（2012
年）などがある。
⒄ このような指摘については、松井秀征「ダスキン株主代表訴訟事件の検討〔下〕」商
事 1836 号 9 頁（2008 年）参照。
⒅ 近藤光男「取締役の責任とその救済（2）」法学協会雑誌 99 巻 7 号 1060 頁以下（1984 年）
新井修司「アメリカ法律協会『コーポレート・ガバナンスの原理』における取締役及
び役員の注意義務と経営判断の原則：メルビン・A・アイゼンバーグの所説を参考に」
阪大法学 46 巻 1 号 11 頁以下（1996 年）、三浦治「わが国における『経営判断』の 原
則（一）（二・完）」Artesliberales53 号 223 頁以下（1993 年）、54 号 177 頁以下（1994
年）、春田博「アメリカ法における経営判断の原則の一考察」早法 35 巻 343 頁以下（1985
年）、川浜昇「米国における経営判断原則の検討（1）（2完）」法学論叢 114 巻 2 号 79
頁以下（1983 年）など参照。














およびドイツの改革状況〔下〕」国際商事法務 34 巻 4 号 446 頁（2006 年）参照。
25 高橋・前掲注（24）231 頁参照。
26 吉永・後掲注（109）一橋論叢 29 巻 4 号 300 頁、戸塚登「経営判断の法則（1）」阪大
経営判断原則の理論的基礎（4・完）（桜沢） 169
法学 126 号 1 頁以下（1983 年）、近藤・前掲注（18）法学協会雑誌 99 巻 7 号などの多
数。
27 上柳＝鴻＝竹内編・前掲注（6）新版注釈会社法（6）275 頁以下 [ 近藤執筆 ] 参照
28 上柳＝鴻＝竹内編・前掲注（6）新版注釈会社法（6）276 頁 [ 近藤執筆 ] 参照。
29 上柳＝鴻＝竹内編・前掲注（6）新版注釈会社法（6）276 頁 [ 近藤執筆 ] 参照。
30 判例では、「商法 254 条 3 項〔現行会社法の 330 条に相当：筆者注〕民法 644 条に定
める善管義務を敷術し、かつ一層明確にしたにとどまるのであって、……通常の委任
関係に伴う善管義務とは別個の、高度な義務を規定したものとは解することはできな
い」ものとされている（最判昭和 45・6・24 民集 24 巻 6 号 625 頁）。
31 森本滋「取締役の善管注意義務と忠実義務」民商 81 巻 4 号 26 頁（1980 年）、近藤光
男「アメリカにおける経営判断の法則の適用限界」神法 32 巻 4 号 767 頁以下（1983 年）
参照。
32 江頭・前掲注（8）438 頁参照。
33 落合誠一「新会社法講義第 10 回・株式会社のガバナンス（5）」法学教室 317 号 30 頁
以下、35 頁（2007 年）参照。
34 落合・前掲注（33）法学教室 317 号 35 頁参照。
35 落合・前掲注（33）法学教室 317 号 35 頁参照。
36 この経営判断原則は、わが国の下級審判例において数多くとり上げられてきたところ












40 福岡高判昭和 55・10・8 高民 33 巻 4 号 341 頁、判時 1012 号 117 頁、判タ 433 号 149 頁、
金判 613 号 27 頁。なお、同判決の評釈等として、西川昭「判批」金判 621 号 46 頁（1981
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和田宗久「判批」金判 1283 号 9 頁（2008 年）、神吉正三「判批」龍谷法学 43 巻 1 号
285 頁（2010 年）がある。
56 東京地判平成 19・7・25 判タ 1288 号 168 頁（②事件）。











58 松山地判平成 11・4・28 判タ 1046 号 232 頁。
59 なお、甲事業については、土地の買収が進まなかったため一時中断されている。
京女法学　第 5号172
60 大阪地判平成 14・3・13 判時 1792 号 137 頁、判タ 1120 号 254 頁。なお、同判決の評
釈等として、吉川栄一「判批」ジュリ 1293 号 118 頁（2005 年）、釜田薫子「判批」商
事 1758 号 48 頁（2006 年）がある。
61 大阪地判平成 14・3・27 判タ 1119 号 194 頁。
62 大阪高判平成 14・3・29 金判 1143 号 16 頁。なお、同判決の評釈等として、岩原紳作「判
批」ジュリ 1283 号 228 頁（2005 年）、小柿徳武「判批」私法リマークス 26 号 94 頁（2003
年）がある。
63 大阪地判平成 13・5・28 判時 1768 号 121 頁、判タ 1088 号 246 頁、金判 1125 号 30 頁（同
























64 東京地判平成 14・4・25 判時 1793 号 140 頁、判タ 1098 号 84 頁。
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65 東京地判平成 14・7・18 判時 1794 号 131 頁、判タ 1105 号 194 頁、金判 1155 号 27 頁。
なお、同判決の評釈として、清水忠之「判批」ジュリ 1289 号 224 頁（2005 年）がある。
































平成元年 10 月以降資本金 20 億円以上、平成 4年 4 月以降は資本金 30 億円以上で、








判決の評釈として、小林俊明「判批」ジュリ 1314 号 148 頁（2006 年）がある。
67 東京地判平成 14・10・31 判時 1810 号 110 頁、判タ 1115 号 211 頁。なお、同判決の
評釈等として、西本強「判批」銀行法務 21・630 号 101 頁（2004 年）がある。
68 和歌山地判平成 15・9・9（平成 11 年（ワ）第 137 号・判例集等未搭載。LEX/
DB28082681）。
69 東京地判平成 16・5・25 判タ 1177 号 267 頁、金判 1195 号 37 頁。なお、同判決の評
釈として、釜田薫子「判批」私法リマークス 31 号 90 頁（2005 年）がある。
70 【Ⅳ-15】東京地判平成 16・3・26 判時 1863 号 128 頁は、ゴルフ場の建設・開業を計





































 　【Ⅳ-15】東京地判平成 16・3・25 判時 1851 号 21 頁、判タ 1149 号 120 頁は、系列
ノンバンクに対する支援について銀行取締役の義務違反が認められた事案である。な
お、同判決の評釈等として、青竹正一「判批」判時 1876 号 192 頁（2005 年）、稲庭恒
一「判批」判タ 1208 号 57 頁（2006 年）がある。
71 大阪地判平成 16・7・28 判タ 1167 号 208 頁。




経営計画も存在しない B社に対する融資や経営実態の存在しない C社に対する計 7
回にわたる融資の実行を承認・決済した行為が、A信組理事としての善管注意義務等

























 　同様に信用組合の事例として、【Ⅳ-18】東京地判平成 18・7・6 判時 1949 号 154 頁、
判タ 1235 号 286 頁、金法 1811 号 68 頁がある。A信用組合は、Bおよび同人が代表
を務めるC社に対し、繰り返して融資を行っていたが、C社は平成 3年頃から債務超
過に陥っており平成 5年には融資の返済を延滞する状況であったが、問題は平成 5年
















































は、信用組合に対する善管注意義務及び忠実義務（平成 17 年法律第 87 号による改正
前の中小企業等協同組合法 42 条、同改正前の商法 254 条 3 項、254 条ノ 3）に違反す
るものとして、その結果、信用組合に生じた損害を賠償する責任を負うとすべきであ












反に基づく責任を肯定した事例として、【Ⅳ -20】大阪高判平成 14・3・29 金判 1143
号 16 頁（第 1審：大阪地判平成 13・5・28 判時 1768 号 121 頁、判タ 1088 号 246 頁、
金判 1125 号 30 頁）がある。なお、同判決の評釈等として、岩原紳作「判批」ジュリ
1283 号 228 頁（2005 年）、小柿徳武「判批」私法リマークス 26 号 94 頁（2003 年）が
ある。
73 盛岡地判平成 19・7・27 判タ 1294 号 264 頁、金判 1276 号 37 頁。なお、同判決の評
釈として、大久保拓也「判批」金判 1349 号 2 頁（2010 年）がある。
74 最判平成 20・1・28 裁判民集 227 号 105 頁 1、判時 1997 号 148 頁、判タ 1262 号 69 頁、
金判 1291 号 38 頁、金法 1838 号 55 頁。なお、同判決の評釈等として、荒井正児「判批」
会計監査ジャーナル 20 巻 9 号 93 頁（2008 年）、中原利明「判批」金法 1844 号 18 頁（2008
年）、志谷匡史「判批」判例時報 2014 号 190 頁（2008 年）、和田宗久「判批」金判
1304 号 20 頁（2008 年）、吉井敦子「判批」民商 139 巻 1 号 92 頁（2008 年）、國友順
経営判断原則の理論的基礎（4・完）（桜沢） 179
市「判批」龍谷法学 41 巻 3 号 142 頁（2008 年）、南健悟「判批」北大法学論集 59 巻
6 号 412 頁（●年）、常岡史子「判批」金判 1313 号 11 頁（2009 年）、出口哲也「判批」
法と政治（関西学院大学）60 巻 2 号 75 頁（●年）、萩原宏美＝市川啓一郎「判批」民
事研修 634 号 2 頁（2010 年）和田宗久「判解」（速報判例解説「判批」法学セミナー
増刊）4号 109 頁（2009 年）、松嶋隆弘「判解」（平成 20 年度主要民事判例解説）別
冊判例タイムズ 25 号 160 頁（2009 年）、木村哲彦「判批」判タ 1323 号 16 頁（2010 年）、
清水真＝阿南剛「判批」商事 1896 号 36 頁（2010 年）、土田亮「判批」ジュリ 1434 号
144 頁（2011 年）、吉井敦子「判批」『会社法判例百選〔第 2版〕』（有斐閣、2012 年）
別冊ジュリ 205 号 110 頁などがある。
75 なお、同事案では次の事情が認められている。すなわち、❶平成 2年 2月に B社が第
三者割当増資を行った際に引受人となったB社グループ企業に総額約 195 億円を融資
したこと（第一融資）、❷平成 4年 4 月から 8月にかけて B社に対し緊急融資として
540 億円融資したこと（第二融資）、❸平成 4年 11 月から平成 5年 3 月にかけて B社
に対し総額 409 億円を融資したこと（第三融資）である。















79 東京高判平成 11・2・23 判タ 1058 号 251 頁、資料版商事 192 号 176 頁。なお、同判















81 大阪地判平成 12・9・20 判時 1721 号 3 頁、判タ 1047 号 86 頁、金判 1101 号 3 頁、資
料版商事 199 号 264 頁。なお、同判決の評釈等として、吉田直「判批」青山法学論集
44 巻 1 号 63 頁（2002 年）、鳥山恭一「判批」法学セミナー 553 号 109 頁（2001 年）、
川村正幸「判批」金判 1107 号 56 頁（2001 年）、森本滋「判批」判時 1743 号 200 頁（2001
年）、伊藤靖史「判批」私法リマークス 23 号 100 頁（2001 年）、近藤光男「判批」金
法 1620 号 75 頁（2001 年）、片木晴彦「判批」商事 1705 号 108 頁（2004 年）、川口恭
弘「判批」ジュリ 1202 号 93 頁（2000 年）、野村修也『会社法判例百選』（有斐閣、
2006 年）別冊ジュリ 180 号 124 頁、込山芳行「判解」（平成 13 年度主要民事判例解説）
判タ 1096 号 124 頁（2002 年）、鳥飼重和「判批」金法 1594 号 1 頁（2000 年）、森田
章「判批」金法 1601 号 6 頁（2001 年）のほか、岩原紳作「大和銀行代表訴訟事件一
審判決と代表訴訟制度改正問題（上）」商事 1576 号 4 頁（2000 年）、同「大和銀行代
表訴訟事件一審判決と代表訴訟制度改正問題（下）」商事 1577 号 4 頁（2000 年）、松
嶋隆弘「会社法上の内部統制システムにおいて要求される水準と措置について：近時
の裁判例を素材として」日本法学 76 巻 2 号 383 頁（2010 年）などがある。
82 東京地判平成 16・9・28 判時 1886 号 111 頁。なお、同判決の評釈等として、新山雄
三「判批」判タ 1243 号 43 頁（2007 年）、吉原和志『会社法判例百選』（有斐閣、2008
年）別冊ジュリ 180 号 122 頁、加藤貴仁「判批」商事 1832 号 95 頁（2008 年）がある。
83 東京高判平成 20・5・21 判タ 1281 号 274 頁、金判 1293 号 12 頁、資料版商事 291 号
116 頁。なお、同判決の評釈等として、受川環大「判批」金判 1325 号 18 頁（2009 年）、
中村信男「判批」監査役 560 号 91 頁（2009 年）、清水俊彦「判批」NBL922 号 76 頁（2010
年）がある。
84 第 1 審：東京地判平成 16・12・16 判時 1888 号 3 頁、判タ 1174 号 150 頁、金判 1216
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号 19 頁。なお、同判決の評釈等として、遠藤喜佳「判批」金判 1217 号 53 頁（2005 年）、
大塚和成「判批」銀行法務 21・648 号 59 頁（2005 年）、658 号 94 頁（2006 年）、木村





18 金判 1145 号 36 頁（①事件）、大阪地判平成 13・7・18 判タ 1120 号 119 頁（②事件）
は、取締役の責任を否定している。また会社による政治献金等の寄付行為が行われた
場合について、名古屋高金沢支判平成 18・11・11 判時 1937 号 143 頁、資料版商事
262 号 293 頁（第 1審：福井地判平成 15・2・12 判時 1814 号 151 頁）取締役の責任を
否定している。
86 東京地判平成 12・2・3 判時 1713 号 128 頁、判タ 1044 号 185 頁、資料版商事 191 号
167 頁。なお、同判決の評釈として、黒沼悦郎「判批」ジュリ 1193 号 117 頁（2001 年）
がある。
87 本文のほかにも、大阪地判平成 15・9・24 判時 1848 号 134 頁、判タ 1144 号 252 頁、
金判 1177 号 31 頁、資料版商事 237 号 103 頁および東京地判平成 16・7・28 判タ 1128




るものも存在している（東京地決平成 12・4・25 判時 1709 号 3 頁、金判 1095 号 32 頁、
資料版商事 194 号 200 頁）。
88 大阪高判平成 19・3・15 判タ 1239 号 294 頁、資料版商事 281 号 120 頁（前掲注（16）
を参照）。
89 大阪地判平成 17・11・9 資料版商事 261 号 233 頁。
90 最判平成 22・7・15 裁判民集 234 号 43 頁、裁時 1512 号 1 頁、判時 2091 号 90 頁、金
判 1347 号 12 頁、金法 1916 号 89 頁。なお、同判決の評釈等として、弥永真生「判批」
ジュリ 1406 号 110 頁（2010 年）、落合誠一「判批」商事 1913 号 4 頁（2010 年）、大
塚和成＝高谷裕介「判解」ビジネス法務 10 巻 11 号 14 頁（2010 年）、藤原俊雄「判批」
金判 1350 号 2 頁（2010 年）、山田泰弘「判批」監査役 578 号 113 頁（2011 年）、和田
宗久「判批」金判 1364 号 2 頁（2011 年）、奈良輝久「判批」金判 1368 号 7 頁（2011 年）、
松井秀征「判批」民商 143 巻 6 号 711 頁（2011 年）、山田剛志「判批」判時 2111 号
京女法学　第 5号182
188 頁（2011 年）、森田章「判批」私法リマークス 43 号 94 頁（2011 年）、川島いづみ
「判解」速報判例解説（法学セミナー増刊）8号 167 頁（2011 年）、新田和憲「判解」（平
成 22 年度主要民事判例解説）別冊判例タイムズ 32 号 206 頁（2011 年）、北村雅史「判
批」ジュリ 1420 号 138 頁（2011 年）、吉原和志「判批」『会社法判例百選〔第 2版〕』（有
斐閣、2012 年）別冊ジュリ 205 号 108 頁、片木晴彦「判批」法学教室 379 号 92 頁（2012
年）、山田剛志「判批」金判 1389 号 2 頁（2012 年）、田中亘「判批」ジュリ 1442 号
101 頁（2012 年）、奈良輝久「判批」判タ 1370 号 4 頁（2012 年）、松山昇平「判批」
金法 1962 号 33 頁（2013 年）などがある。
91 東京地判平成 19・12・4 金判 1304 号 33 頁、資料版商事 297 号 163 頁。なお、同判決
の評釈等として、山田剛志「判批」金判 1389 号 2 頁（2012 年）がある。
92 東京高判平成 20・10・29 金判 1304 号 28 頁、資料版商事 297 号 157 頁（前掲注（90）
の判例の控訴審判決）。なお、同判決の評釈等として、弥永真生・ジュリ 1368 号 58
頁（2008 年）、川島いづみ「判批」金判 1340 号 2 頁（2010 年）、清水真＝阿南剛「判批」
商事 1901 号 47 頁（2010 年）山田剛志「判批」金判 1389 号 2 頁（2012 年）がある。
93 布井・前掲注（33）404-405 頁参照。
94 高橋英治「判批」商事 1747 号 56 頁（2005 年）参照。
95 高橋・前掲注（94）商事 1747 号 57 頁参照。
96 高橋・前掲注（94）商事 1747 号 57 頁、志谷匡史「親子会社と取締役の責任」小林秀
之＝近藤光男編『新版株主代表訴訟大系』（弘文堂、2002 年）141 頁以下、151 頁、近
藤光男「判例にみる他企業支援と取締役の義務」金法 1491 号 45 頁（1997 年）参照。
97 新山雄三「判批」判タ 1153 号 92 頁以下（2004 年）参照。
98 中村直人「代表訴訟とグループ子会社救済」JICPAジャーナル 448 号 48 頁（1992 年）
参照。














取締役の注意義務〔上〕」商事 1741 号 13 頁（2005 年）、森田・後掲注（154）14 頁）。
　 岩原紳作「金融機関取締役の注意義務―会社法と金融監督法の交錯―」『落合誠一先
生還暦記念・商事法への提言』（商事法務、2004 年）212 頁参照。
　 岩原・前掲注（103）論文 216 頁参照。
　　吉井敦子「銀行取締役の融資判断にかかる善管注意義務」民商 139 巻 1 号 88 頁（2008
年）参照。






































　 江頭・前掲注（8）株式会社法 438 頁の注（2）参照。
　 江頭・前掲注（8）株式会社法 438 頁の注（2）、畠田公明「コーポレート・ガバナン
スにおける取締役の責任制度」（法律文化社、2001 年）40 頁参照。





メリカ会社法における取締役の責任」法学論叢 58 巻 3 号 60 頁（1952 年）に詳しい。
　 条文の引用については、淺木愼一『会社法旧法令集』（信山社、2005 年）を参照した。
　 吉永榮助「取締役の一般的義務」一橋論叢 29 巻 4 号 277 頁以下（1953 年）参照。













の経営上の判断の誤りによる責任」企業会計 27 巻 13 号 133 頁（1975 年）、片山信弘「ア
メリカ会社法における取締役の注意義務」法学ジャーナル 21 号 57 頁（1977 年）、龍















　 神崎克郎「取締役の注意義務」『取締役制度論』（中央経済社、1981 年）65 頁（初出、
民商法雑誌 82 巻 6 号（1980 年））、神崎克郎「取締役の注意義務」商事法務 847 号
111 頁（1980 年）参照。




営責任に対する法的検討（3）」商事法務 912 号（1981 年）36 頁〔神崎発言〕、神崎克
郎「米国における経営判断の原則の展開」林良平先生還暦記念『現代私法学の課題と
展望（中）」（有斐閣、1982 年）275-76 頁）。
　 片山信弘「経営の合理性に関する判断の法則について」海上保安大研究報告 26 巻 1








　 近藤光男「取締役の責任とその救済（4）」法学協会雑誌 99 巻 12 号 1 頁以下、32 頁（1982
年）、近藤光男『会社経営者の過失」（弘文堂、1989 年）147－48 頁、上柳克郎＝鴻常
夫＝竹内昭夫『新版注釈会社法（6）』（有斐閣、1987 年）277 頁〔近藤光男〕参照。
　 近藤・前掲注（117）会社経営者の過失 169-170 頁参照。
　 近藤光男「取締役の責任とその救済（1）」法学協会雑誌 99 巻 6 号（1981 年）35 頁参照。




　 Smith v. Van Gorkom、 488 A.2d 858. 　同判決は、トランスユニオン社の会長兼CEO 


















　 この点については、AMERICAN LAW INSTITUTE、 PRINCIPAL OF CORPORATE 




ロジェクト（五）」国際商事法務 18巻 11 号 1229 頁などがある。また、わが国におけ
る紹介として、吉田直「取締役の注意義務と経営判断の法則―ALI の Corporate 
Governance Project を参考に―」青山法学論集 35 巻 3=4 号 72-77 頁（1994 年）、新井
修司「アメリカ法律協会『「コーポレート・ガバナンスの原理」』における取締役及び
役員の注意義務と経営判断の原則：メルビン・A・アイゼンバーグの所説を参考に」阪
大法学 46巻 1号 129-132 頁（1996 年）を参照。なお、ALI 原理については批判的な見
解がみられる。堀口勝「経営判断原則の再考」東洋法学 39巻 2号 179-180 頁（1996 年）
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